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このたび、伊予市地域景気動向調査にご回答をいただきました事業所の皆様には、ご多忙のところご協力を
賜り誠にありがとうございました。

その第14回目の調査結果がまとまりましたのでご報告いたします。
なお、調査結果の詳細につきましては、商工会議所のホームページに掲載をしておりますので是非ご活用くだ

さい。
調査対象期間 令和３年後期（令和３年７月～１２月）
調査対象業種 小売業・サービス業・卸売業・製造業・建設業
調査対象件数 ６８７事業所（前回6７９事業所）
回 収 件 数 ２６０事業所（前回２７３事業所）
回 収 率 ３７．８％ （前回４０.２％）

調査結果の総括
１ 令和３年後期の経営状況及び令和４年１月～６月の予測

次の表1は各調査項目を３点満点で表わしている。以下、項目の状況を対比すると次のとおりとなる。

(表1)

経営者の景況判断について調査した16項目の評価点を前年同期と比較すると、「悪化」が前回調査の2項目

から4項目に増加、「横ばい」が前回調査の9項目から12項目に増加、「改善」が前回調査の5項目から今回調査

では0項目となった。

前年同期より「悪化」したのは、「６．仕入（材料代）価格」、「７．労務費の傾向」、「８．燃料費の傾向」、「14．金利

の動向」、の4項目、「横ばい」は、「1．新型コロナウイルスの影響」、「２．業界全体の景況」、「３．自社の景況」、

「４．市場の競争」、「５．売上（収入）額」、「９．収益（経常利益）」、「10．価格への転嫁（コストアップ等）」、「11．消費

税の価格への転嫁」、「12．従業員の過不足」、「13．資金の調達」、「15．取引条件」、「16．従業員の高齢化」の12項

目、「改善」した項目は、ゼロであった。

新型コロナウイルスの影響が大きかったためか、当市の景況判断は、「悪化」した項目と「横ばい」と答えた

項目がいずれも増加し、「改善」した項目はゼロというのが事業者の共通した認識である。

２ 経営の課題
業種により抱える経営課題に違いがあることが「売上不振」、「原材料・仕入原価の上昇」、「燃料の高騰」、

「社員の高齢化」は業種に関係なく共通した課題であることが分かった。

注目すべきは、「原油高」が起因したと思われる「原材料・仕入原価の上昇」が111件（支持率42.7％）と最も多

く、次いで「売上不振」が101件（支持率38.8％）、「社員の高齢化」が95件（支持率36.5％）、人手過不足（不足）

が67件（支持率25.8％）等となっている。

「売上不振」と回答した事業所の多くは、新型コロナウイルスの影響を受けているのではないかと思われる。

伊 予 市 地 域 景 気 動 向 調 査 に つ い て

R2年後期 R3年前期 R3年後期 R4年前期
１ 新型コロナウイルスの影響 1.49 1.55 1.55 1.53 横ばい

２ 業界全体の景況 1.36 1.44 1.40 1.43 横ばい

３ 自社の景況 1.51 1.58 1.55 1.53 横ばい

４ 市場の競争 1.75 1.73 1.70 1.68 横ばい

５ 売上（収入）額 1.45 1.60 1.57 1.52 横ばい

６ 仕入（材料代）価格 1.70 1.57 1.31 1.30 悪　化

７ 労務費の傾向 1.86 1.86 1.70 1.72 悪　化

８ 燃料費の傾向 1.83 1.52 1.22 1.24 悪　化

９ 収益（経常利益） 1.44 1.51 1.46 1.42 横ばい

１０ 価格への転嫁 1.47 1.50 1.48 1.50 横ばい

１１ 消費税の価格への転嫁 1.76 1.74 1.73 1.73 横ばい

１２ 従業員の過不足 2.27 2.26 2.34 2.35 横ばい

１３ 資金の調達状況 1.89 1.87 1.86 1.84 横ばい

１４ 金利の動向 2.15 2.15 2.04 2.02 悪　化

１５ 取引条件 1.91 1.89 1.86 1.87 横ばい

１６ 従業員の高齢化 1.42 1.39 1.40 1.40 横ばい

調査項目 前年同期
との比較

前年実績 当年実績・予測
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3 新型コロナウイルスに対する必要なサポートについて

最も希望が多いのは、「1．コロナ関連支援策の紹介」が89件（23.5％）、次いで「2．無利子・低利子融資」が68

件（17.9％）、「5．税制の優遇措置」が67件（17.7％）、「4．休業・事業損失への補償金」が40件（10.6％）、「9．世帯

給付金による需要喚起」が24件（6.3）％などとなっている。

一方、「10．特段の支援は求めていない」も40件（10.6％）あった。

新型コロナウイルス感染が2年以上続いた影響なのか、当市の景況判断は、「改善」が前回調査の5項目か

ら、ゼロに、「横ばい」が前回調査の9項目から、12項目に、「悪化」が前回調査の2項目から4項目に増えたこと

から、令和３年後期の状況は前年同期と比較して、厳しいと回答した事業者が増えたことが分かる。

国・愛媛県をはじめ、伊予市役所や伊予商工会議所および事業者を支援する関係機関等が新型コロナウイ

ルスの影響を受けている事業者に、さまざまなサポートを行っているが、支援制度の概要・サポート体制等に関

してまだまだ浸透していないところもあるので、引き続ききめ細かい対応をしていく必要があると思われる。

NO 経営課題項目
小売

卸売業
製造業

サービス
業

運輸業 建設業
製材

建具業
その他 不明 合計

1 売上不振 23 17 26 1 19 2 4 9 101

2 需要の停滞 14 10 16 2 7 1 1 5 56

3 官公需の停滞 2 2 2 2 4 0 1 1 14

4 民需の停滞 4 6 5 2 4 2 0 2 25

5 競争の激化 11 6 9 2 12 0 3 2 45

6 新規参入の増加 2 0 2 1 4 0 1 0 10

7 大型・中型店との競争激化 11 0 4 0 0 0 0 1 16

8 同業店との競争激化 5 0 4 0 4 0 0 1 14

9 価格に税等を転嫁できない 13 6 13 3 15 0 3 1 54

10 消費者ニーズの変化 9 3 4 0 2 2 0 0 20

11 異業種からの参入 4 1 2 1 0 0 2 0 10

12 原材料・仕入原価の上昇 23 23 16 0 38 2 4 5 111

13 取引条件の悪化 2 2 1 0 4 0 2 0 11

14 在庫過剰 2 0 1 0 1 0 0 0 4

15 燃料の高騰 17 15 16 5 25 0 4 4 86

16-1 人手過剰 0 0 0 0 1 0 0 0 1

16-2 人手不足 11 12 7 3 24 0 6 4 67

17 社員の高齢化 14 19 14 4 30 0 10 4 95

18 人件費高 4 12 4 2 13 1 0 2 38

19 設備不足 2 3 2 0 4 1 2 0 14

20 設備の老朽化 9 16 11 3 5 0 3 2 49

21-1 運転資金の資金繰り難 6 2 2 0 4 0 1 0 15

21-2 設備資金の資金繰り難 0 0 1 0 0 0 0 0 1

22 後継者 10 5 7 0 7 0 4 3 36

23 その他 1 1 1 0 0 0 1 1 5

回答総数 199 161 170 31 227 11 52 47 898

回答事業所数 55 43 48 6 67 4 19 18 260

NO サポート項目
小売
卸売業

製造業
サービス

業
運輸業 建設業

製材
建具業

その他 不明 合計 構成比

1 コロナ関連支援策の紹介 20 14 20 2 12 2 9 10 89 23.5

2 無利子・低利子融資 11 13 13 2 19 1 4 5 68 17.9

5 税制の優遇措置 14 12 10 4 19 0 4 4 67 17.7

4 休業・事業損失への補償金 8 6 8 3 11 1 2 1 40 10.6

10 特段の支援は求めていない 6 8 6 0 15 1 3 1 40 10.6

9 世帯給付金による需要喚起 8 1 5 0 8 0 1 1 24 6.3

3 従業員の失業対策・雇用支援 4 4 3 3 6 0 0 3 23 6.1

7 ＩＴ導入相談・補助経費 7 6 1 0 3 0 2 2 21 5.5

8 在宅ワークの支援 1 0 1 0 0 0 1 0 3 0.8

6 専門家による個別指導 0 0 0 0 1 1 0 0 2 0.5

11 その他 1 0 0 0 0 0 1 2 0.5

回答事業所数 80 64 67 14 94 6 26 28 379 100.0
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第 １ ３ 6 回 通 常 議 員 総 会 開 催

（ 令 和 ４ 年 4月 1日 ～ 令 和 ５ 年 3月 3 1日 ）令 和 ４ 年 度 収 支 予 算

所報(4)2022.4

令和4年3月15日

(火)、第136回通常

議員総会を51名の

出席者（委任状提出

23名）のもと、商工

会議所において開

催しました。

審議事項では、特

定商工業者に賦課する負担金の額について、令和3年度更正

予算(案)、令和4年度事業計画（案）並びに収支予算（案）につ

いて審議され、原案通り承認されました。

また、先に開催された常議員会での決議事項が下記のとお

り報告されました。

（1）育児・介護休業等に関する規程の一部改正について

（2）就業規程の一部改正及びテレワーク（在宅勤務）就業

規程について

（3）貿易関係証明書発給手数料徴収規程について

（4）会員の推移について

年度重点事業】【令和4

１．中小・小規模企業経営支援事業の強化

（１）伴走型小規模事業者支援推進事業

（２）事業環境変化対応型支援事業

（3）情報セキュリティ対策支援

総　　括　　表
（単位：千円）

一　般　会　計
（単位：千円）

中小企業相談所特別会計
（単位：千円）

　 会 計 別 　 予算額
収入の部 支出の部 収入の部 支出の部

科　目 予算額 科　目 予算額 科　目 予算額 科　目 予算額

一 般 会 計 46,319 会 費 17,100 事 業 費 9,916 補 助 金 26,806 事 業 費 5,907

中小企業相談所特別会計 37,633 事 業 収 入 10,420 管 理 費 26,657 委  託  金 2,500 管 理 費 29,226

法定台帳関係費特別会計 421 交 付 金 8,811 積 立 金 500 事業収入 1,980 繰 入 金 2,500

共 済 事 業 特 別 会 計 11,200 雑 収 入 520 繰 入 金 8,046 雑 収 入 1

退 職 給 与 資 金 特 別 会 計 65,289 繰 入 金 4,918 予 備 費 1,200 繰 入 金 6,346

会 館 特 別 会 計 32,073 繰 越 金 4,550

議員研修積立金特別会計 2,084

労働保険事務組合報奨金特別会計 1,850

特定退職金共済事業特別会計 22,465

　 合 計 　 219,334  合　計  46,319 合　計 46,319 合　計 37,633 合 計 37,633

（４）創業・起業等への支援

（５）求職者マッチング支援事業

（６）伊予市地域景気動向調査事業

中小・小規模事業者の強靭化に向けた対策支援（７）

（８）小規模事業者持続化補助金等の活用支援と経営

力向上計画策定支援

（９）事業承継支援

（10）コロナに対応したデジタル化と生産性向上等

促進支援

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進支援（11）

（12）中小企業・小規模事業者のSDGｓ（持続可能な

開発目標）取組支援

２．地域資源等を活用した地域活性化の推進

（１）伊予市商談会の開催（オンライン商談会）

（２）独身者交流支援事業

（3）地域活性化事業

３．伊予市との連携

４．建議・要望活動の展開

５．組織・財政・運営基盤の強化

６．関係団体の指導育成及び社会奉仕団体活動への支援
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新 入 社 員 ・ 若 手 社 員 研 修 会 を 開 催

会 報 誌 へ の チ ラ シ 折 込 の ご 案 内

独 占 禁 止 法 相 談 ネ ッ ト ワ ー ク の ご 案 内

所報(7)2022.4

令和4年3月28日（月）、伊予商工会議所において「新入社員・若手

社員研修会（1日コース）」を開催しました。

この研修は、新入社員・若手社員が企業人・組織人としての基本

姿勢やマナー・心構え、コミュニケーションの取り方等を学習し、その

資質向上を図り、即戦力となることを目的としています。

講師は、㈱エンカレッジ代表取締役、玉野聖子氏（当商工会議所

会員企業）です。

今年度は、10企業17名の新入（若手）社員の方にご参加いただき、

基本マナーとしてのお辞儀の仕方や、感じの良い声の出し方などを学んだほか、正しい言葉づかいや、報告・連絡・相談

の重要性について学びました。

また、午後からは、接遇応対の仕方や、ビジネス電話応対の仕方、名刺交換の仕方など、社会人として必要なマナー

など、実践を交えながら学びました。参加者それぞれがこの日学んだことを実践し、企業の一員として、また一社会人

として成長してくれることを期待しています。

当会議所では、会員企業の発展と情報提供を図ることを目的に、会報誌へのチラシ折込サービスを行ってい

ますのでご利用ください。

なお、このサービスは、企業の経営活動に資する書類等を当所会報誌に同封するものですが、チラシの

内容等によってはお断りする場合があります。

また、当会報誌の発行時期によって、折込月が希望に添えない場合もありますのでご理解いた

だいた上でお申込下さい。

【利用料金】 サ イ ズ 折 込 料 金（消費税抜き）

Ａ４またはＢ５ １枚折込につき ５ ， ０ ０ ０円

Ａ３またはＢ４ ２つ折り １枚折込につき ７ ， ５ ０ ０円

パンフレット ・冊子（ 30ｇまで） １部折込につき １０ ， ０ ０ ０円

問い合わせ】 伊予商工会議所 振興課 大政（TEL：982-0334）【

気軽に相談 身近な窓口

～独占禁止法相談ネットワークでは皆様からのご相談を受け付けております～

○このようなことでお困りではありませんか？

◆どんな情報交換をすると問題なの？

◆注文どおりなのに、取引先から返品された！下請法に違反じゃないの？

当所では、このような独占禁止法及び下請法に照らして問題になるのではないかといった相談に対し、内容・

ご希望により公正取引委員会の窓口を迅速にご紹介します。公正取引委員会では、ご相談に応じ、適切な対処、

的確な対応をいたします。

【問い合わせ】公正取引委員会事務総局 TEL：03-3581-5481（独占禁止法・下請法）
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県女連中予ブロック研修会に参加

新年会はお弁当を配布

県連会員研修会に参加

【会員募集中！】

災害連携グループ諸会議を開催

全国大会に参加

愛媛県YEG連合会諸会議に参加

臨時総会・卒業式を開催
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